
 

令和７年度全建賞  推  薦  調  書 

 インフラ整備の事業又は施策の部（インフラの部） 
 

実施機関名（主事業の実施機関名） 国土交通省関東地方整備局荒川下流河川事務所 

ふ   り   が   な    
かせんかんりいのべーしょんへのちょうせん ～あーるえふあいをかつようしたちょっかつかせん

でのげんばじっしょう～ 

1．事業 (施策 )の名称 河川管理イノベーションへの挑戦 ～RFIを活用した直轄河川での現場実証～ 

2．事業(施策)実施期間（和暦）  令和６年１１月  日  ～   令和７年１２月  日 

災害枠で推薦の場合 （災害発生日）  年  月  日  （災害名） 

3．事 業 費 (工 事 費 )        １２百万円 

4．キーワード RFI イノベーション インフラDX 実証実験 フィールド提供 

5．事業概要 

荒川下流河川事務所では、生産性・行政サービス向上、働き方改革を目的に、ICT を建設現場に導入する i-

constructionやデジタルデータと情報技術を活用した DXを推進しており、河川管理の高度化・効率化に資する技術を

広く収集するため、直轄河川の管理として初の技術情報提供依頼（ＲＦＩ）を導入した。 

 

6．アピールする事業又は施策の「手段」と「秀でた成果」 

ハード or ソフトの分類 

：該当する方に○印 

① ハード面 

に秀でた事業 
② ソフト面 に秀でた取組 

アピールする 

１）「手段」 

（ ） 

（ ） 

（ ） 

（e）、（f）、(g)  

・直轄河川管理として初の情報収集手法（RFI） 

・実験フィールドの提供（現場実証） 

アピールする 

２）「秀でた成果」 

（ ） 

（ ） 

（ ） 

（b）、（c）、（d） 

・様々な分野からの技術情報提供による更なる河川管理の高度化へ

の推進 

・RFI手法の有用性の確認 

 

7．特にアピールしたい点 

・建設 DX は、ICT を建設現場に導入する「i-Construction」やデジタルデータの活用など、施工分野では着実に進展し

ている。一方で、管理分野では、施工分野と比較して進捗が芳しくない。この状況を踏まえ、河川管理の高度化に資す

る技術情報を収集するため、荒川下流河川事務所管内をフィールドとして提供することを前提とした技術情報提供

（RFI）を実施した。 

・単なる技術情報の提供にとどまらず、フィールドの提供や現場実証により、実態に即した情報提供を実現している。 

・技術情報提供者（企業）は、技術のアピールはもとより、実態に即した開発、検討が実施できる。 

・河川管理において国が求める技術を、企業の視点から提供を受けることで、さらなる高度化と効率化が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

8．事業を代表する写真及びキャプション 

        【実施したRFIのねらい】                          【現場実証の状況（Xで公開）】 

 

9．事業内容・添付資料〔特徴を示す写真、諸元(位置図、標準断面図、施策のﾌﾛｰﾁｬｰﾄ、ＰＩの方法 等)〕 

■荒川下流河川事務所としての取り組み 

 荒川下流河川事務所では建設生産プロセスの変革による生産性向上を図り、魅力ある建設現場を目指すため、ICT

（情報通信技術）の全面的な活用の施策を建設現場に導入する i-Constructionを積極的に進めている。さらに急速

なデジタル技術や新たな働き方への転換などを背景に、インフラ分野におけるデジタルデータと情報技術を活用し

たDX（デジタルトランスフォーメーション）を推進している。建設DXについて施工の部分での導入は着実に進展し

ている。一方で河川管理の分野においては除草・巡視・点検など人力により実施する内容が多く、施工分野と比較し

て進捗が芳しくない。このような状況を踏まえ、河川管理DXに適用可能と考えられる市場技術は様々な種類が公

開されていると考えらえれ、河川管理の高度化に資する新たな技術の提案を広く収集するために、国土交通省の直

轄河川事務所として初の技術情報提供依頼（RFI）を導入。 

 

■技術提供依頼（RFI）とは 

 「Ｒｅｑｕｅｓｔ Ｆｏｒ Information」の略称であり、製品やサービスの選定、業務委託、入札、調達などを計画する際に、各

企業に基本情報や技術情報、製品情報などの提示を求めるもの。 

 

■荒川下流河川事務所のRFIの取組 

 ●市場に公開されている技術だけでなく、企業や団体が開発・研

究中の新技術に関する情報も収集するため、多くの技術情報を

得られる募集形態とし、幅広く技術情報の提供を受ける形とし

た。その中で河川管理において人力に頼る部分が大きく、DXに

よる効率化・高度化が期待できる『河川巡視』『点検』『除草』の募

集分野を設定し、技術実装や検討を目指した。また、より実りの

多いRFIとするため、当事務所管内をフィールドとした現場実証

が可能な旨を記載した。 

  募集にあたり、多くの企業に関心を持っていただけるよう、以

下の取り組みを実施した。 

・荒川下流河川事務所HPで募集を行い、関係する業界団体

へ周知・連絡 

・応募フォームの作成（企業・団体等の応募促進） 

・当事務所管内をフィールドとする現場実証が可能（希望企業） 

・RFI内容及び現場実証に関する説明・質問の場としてweb説明会を開催  

・現場実証のために必要な作成書類（作業計画書）のひな型を標記することにより、現場実証の基準を明確化 

 

 

 

実施したRFIのねらい 



 

 

 ●今回のRFIのメリットとして以下を想定 

  【募集側（荒川下流河川事務所）】 

  ・河川分野にとどまらない技術が広く収集できる 

  ・河川管理の現場を高度化・効率化できる技術が見つかる 

  ・河川管理の現場で抱える問題を解決できる 

  【提案側（企業）】 

  ・技術の宣伝ができる 

  ・実現場で試験が可能（フィールドが利用できる） 

  ・河川管理の現場で求められる技術の実情を知ることができる 

 

■RFI実施結果 

 ●技術提供について企業種別は１６社３０技術の応募があり、そのうち２５技術の現場実証の希望があった。 

  現場実証を希望した企業に対し、提出資料を基にヒアリングを実施。提案技術に対して、国が河川管理の現場で求

めている技術・要望を伝え実施内容を調整。最終的に２１技術の現場実証を実施。 

  【提案技術の例】 

  ・AI画像解析を活用した自動河川巡視 

  ・既存のカメラを活用した自動河川巡視・点検技術 

  ・振動可視化システムを用いた河川管理施設の早期異

常把握 

  ・ドローンを活用した点検技術 

  ・遠隔操作監視可能な自動除草技術  

 

●現場実証の結果は非公表を希望した企業を除き、実施内

容や検証事項・課題等を記載した報告書を当事務所HP

にて公表

（https://www.ktr.mlit.go.jp/arage/arage_index084.html） 。 

併せて現場実証の状況を Xで公表 

現場実証概要（左：映像からの速度検知 右：映像を活用した自動河川巡視技術） 

募集の取組内容（左：HP公表 中：記者発表 右：web説明会 

RFIによる提供技術一覧 

https://www.ktr.mlit.go.jp/arage/arage_index084.html


 

 

■まとめ 

 ●広く技術情報の提供を受けた結果、映像から速度を検知する技術、映像からの物体・事象検知を活用した自動河

川巡視技術、振動感知技術を活用した点検の検討など、従来把握していなかった技術や企業・市場が保有する技

術を河川管理に活用するための有用な提案が寄せられた。これにより、河川管理の高度化に資する新たな技術

を発見することができた。 

 ●超高感度カメラ及び画像鮮明化ソフトウェアの技術提案においては、既設河川管理用カメラを上回る性能を有して

いることが現場実証で確認でき、これらの技術を採用できるよう国の調達機器仕様書の見直しを検討中である。 

 ●技術提案から企業とのヒアリング、さらに当事務所管内をフィールドとした現場実証を実施したことで、国として河

川管理現場で必要とする技術を提示することで、より現場に即した技術の有用性を確認することができた。また企

業側にとっても提案技術と河川管理の現場で求められる技術の擦り合わせが可能となり、現場実証を通じて適用

に向けたニーズや開発方針を確認できたと考えられる。 

 ●企業提案を公表することにより更なる技術開発の向上や当該技術を必要とする団体が活用するなど横展開に繋

がることを期待。 

 ●このことから荒川下流で実施した現場実証を含めたＲＦＩは、国職員が持たない視点から技術の活用や河川管理

の現場で抱える課題の解決に寄与する手法として、また企業がニーズを確認できる手法として、有用であると考

えられる。 

 

■将来の展望 

 人口減少や少子高齢化が進む中、河川管理を含む建設業界全体での技術者・技能者の確保が課題となっている。

こうした状況を踏まえ、今回RFIで募集した提案技術の河川管理への実装に向け、より具体的な運用を目指すことに

より、河川管理の高度化・自動化・遠隔化・省人化を推進し、更なる生産性向上と行政サービスの質の向上を図る。 

 

 

 

 

現場実証状況（左：除草作業と地形データの同時取得技術 右：機場のドローン点検） 


